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Abstract:In　considering　the　liability　principles　that　apply　to　sport　and　recreational　activities,
it　is　important　to　give　attention　toimmunity,　since　it　is　often　a factor　in　sport　and　recreational
activity　liability　cases　in　the　U.S.A.　There　are　several　types　of　immunity:1)recreational　user
acts　related　toland　use,2)legislation　relating　tovolunteers,　and　3)statutes　r lated　to　rendering
emergency　care.　A recent　addition　to　the　immunity　umbrella　is　the　so-called　Recreational　Use
Statutes.　The　basic　principle　isthat　landowners　who　allow　free　recreational　use of　their
property,　owe　no　duty　of　care　to　keep　their　premises　in　safe　condition　rwarn　of　dangerous
or　hazardous　conditions.　Then,　this　study　aims　to　grasp　influence,　role　and　function　of
recreational　use immunity　in　sport　and　recreational　activity　law　through　analyzing　judicial
precedents　of　sport　and　recreational　activity　hese　days　in　the　U.S.A.
Keywords:Sports,　Recreation,　Statutory　Immunity,　Use　Immunity,　Tort　Defenses
1　本考察の意義および目的と方法
　1980年にアメリカ合衆国(以 下アメリカと略称)第
39代大統領ジミー ・カーター σimmy　Carter)は,首
都のワシン トンで開催された 「全米フ イットネス とみ
んなのスポーツ会議」で健康に対する身体活動の重要
性 を強調 しているが,そ の年の1980年とその後10年毎
に,すなわち1990年及び2000年に,アメリカ政府は 「健
康国家アメ リカ」の実現に向けての 「国家目標10ヵ年
計画」を作成し発表 してきている。今 日のアメリカの
スポーツの隆盛には,こ のような連邦政府 とい う国家
的支援が大きな要因の一つ となっているといえよう。
　 さて,ア メリカのスポーツの隆盛の原因や理由の探
求はさておいて,ス ポーツ大国ともいわれるほ ど年々
盛 んになってきているアメリカのスポーツは,一 方で
はスポーツ暴力の問題をは じめ勝利至上主義や商業主
義 に翻弄 される高校や大学の運動選手をめぐる問題 さ
らにはスポーツ傷害の問題を惹起 し争論的な社会的関
心事となってきている。 そのような事態を一層深
刻化しているのは,それらに加えて近年ますますスポー
ツ関連の訴訟が増大 し,しかも損害賠償金も高額化の
傾 向にある ことが指摘 され ている。1)それゆえスポー
ツの経 営管理者 や監督 ・コーチ な どのスポ ーツない し
ス ポー ツ関連 サー ビス を提 供す る側 の人達,と りわ け
ス ポー ツ産業 関係者等 には,ス ポーツ事故 を未然 に防
ぎ,し か し事故 が起 きて しま った場 合 には訴訟 にな ら
な い よ うに対応 し,そ れ で も訴訟 になって しまった場
合 には,裁 判 で勝 訴 し,法 的責任 を問われ ない よ うに
す るためい かに対処 ・対応 す るかが重要な 関心 事,否
喫緊 の課題 となってい る。
　 スポー ツ事故 の際の違法 性阻却事 由すなわ ち一般的
な免 責事 由,と りわ け事故 の損害賠 償責任 に対 す る抗
弁(defenses)として ア メ リカのカ イザ ー(Ronald
A.Kaiser)は、①寄与過失(contributory　negligence),
②比較過失(comparative　n gligence),③危険の引受
(assumption　of　risk),④政府免責(governmental
immunity),⑤消滅 時効 く 出訴期 限 〉(statutes　of
limitations),⑥訴 訟請 求 通知(notice　of　claim),
⑦ 立 証 不 十 分(failure　of　proof),⑧権 利 の 放 棄
(waiver/release)がある と述べてい る。4)これ らに
加えて免責事由には制定法上の免責(statutory　immunity)
といわれ るものがあ り,例 えば ミシガ ン大学 のマ ロイ
助教授(Bernard　P.　Maloy)は,①ボ ランティア に
関する制定法,② レク リェーシ ョンによる土地使用者
の行為に関する制定法(マ ロイはこれをレクリェーシ ョ
ン使用免責<recreational　use　immunity>といって
いるので本稿でも以下使用する),③緊急事態の措置に
関する制定法,を あげている。5)そこで上記免責事由
の うち,筆 者はカイザーのあげている免責事由につい
ては,こ れまで若干ではあるものの考察しているので,
6)本稿では制定法上の免責について焦点をあて,こ れ
らの中の主 として②のレクリェーション使用免責につ
いて検討 していこうと思 う。ではなぜ②のレクリェー
シ ョン使用免責を本稿で検討 しようとするのか,す な
わち本稿の意義について以下簡潔 に述べてみよう。
　まず,レ ク リェーシ ョン使用免責の法理は,ア メリ
カ法制独特のもので,わ が国においてはこれと同様な
制定法はないこともあって,先 行研究といえるものは,
筆者が知る限 りではほとんどみられず,本 稿がまさに
パイオニアすなわちはじめてまとまった考察 として位
置づけられるといえよう。次に内容的には,② のレク
リェーシ ョン使用免責については,マ ロイ助教授によ
れば 「レク リェーシ ョン使用 法」の 目的 は,地 主
(landowner)の財物(property)をレクリェーシ ョ
ンのため使用する際に生ずる傷害(injuries)から,地
主を救済することにある,と い う。具体的には,① 地
主は,土地のレクリェーション使用に対して料金(fee)
は取らないが,② 地主はその土地の安全使用のために
検査,補 修 もしくは維持する義務はない。そして③地
主の過失行為(negligent　conduct)に関しては免責さ
れるが,故意(wilful)および悪意(wanton)による,
さらには無謀(reckless)な違法行為(misconduct)
にはこの法理は適用 されない。また④ レク リェーシ ョ
ン使用とは,通 常,魚 釣 り,狩猟,キ ャンプ,船 遊び,
水泳のような野外活動などのために使用することをいう。
　要するに,こ の制定法によるレクリェーシ ョン免責
論は,本 稿の冒頭でも述べたように,ア メ リカ国民の
年々増大していくスポーツやレクリェーションへのニー
ズを充足するため,地 主によるスポーツや レクリェー
シ ョンのための土地すなわち機会や場の提供およびそ
のことから直接的 ・問接的に提起 される極めて多数の
訴訟からの保護(protection)という意味において,近
年,抗弁(Tort　Defenses)の一つとして位置づけられ
ている。
　その際の研究方法は、アメリカの 「レクリェーシ ョ
ン使用免責」について体育 ・スポーツ法学 に関係する
文献に依拠 して検討を行 うと共に関係判例の考察 ・検
討を行 うとい う研究手法をとって,以 下考察 を進めて
い く 。
III　 レクリェーション使用免責の生成 と現状について
　上述 したよ うに レク リェーシ ョン使用免 責は,元 来,
私人 であ る地主 の土地 に対 す る一般 の人々 のスポー ツ
や レク リェーシ ョンのニーズの高 ま りに対 して、各州
においてそれ を充足す るため地主 の土地利用者 に対す
る安 全の確保 の責任や警告 責任 の負担 か ら解放 す るた
めに制定 され てきた経緯 があ る。
　少 々古 くなるが,1988年現在,レ ク リェー シ ョンの
目的でや って来 た人達 が使 用す る土地 の所有者 の責任
を限定す る法律 を定 めている州 は,48あ り,こ れ らは
1950年代まで潮 る ことができ る。す なわち1950年には
ヴァージニ ア州が,53年にはデ ラウェア州が,57年 に
はメ リー ラン ド州が制定 し,1960年代 にな る と急 激 に
拡 大 し,33の州が制 定 し(ア ラバ マ,ア ーカ ンサ ス,
カ リフォル ニア,コ ロラ ド,フ ロ リダ,ジ ョー ジア,
ハ ワイ,イ リノイ,イ ンディアナ,ア イオ ア,カ ンザ
ス,ケ ンタ ッキー,ル イジアナ,ミ ネ ソタ,モ ンタナ,
ネブラスカ,ネ バダ,ニ ューハンプシヤー,ニ ュージャー
ジー,ニ ューメキ シコ,ニ ュー ヨーク,ノ ー スカ ロラ
イナ,ノ ー スダ コタ,オ ハイオ,オ ク ラホマ,ペ ンシ
ル バニ ア,サ ウス カ ロライナ,テ ネ シー,テ キサ ス,
バ ーモ ン ト,ワ シ ン トン,ウ エス ト,ヴ ー ジニア,ワ
イオ ミング),1971年には コネチカ ッ ト州で制定 されて
い る。 ちなみ に この制定法(The　General　Statute,
Section　52-55　f-j)における レク リェー シ ョンの 目的
の定義 として,狩 猟,釣 り,水 泳,ボ ー ト乗 り,キ ャ
ンプ,ピ クニ ック,ハ イキング,ド ライブ,自 然観察,
水上 スキー,ス キー,ア イススケ ー ト,権 遊 び,ハ ン
グライダー,ス カイ ダイ ビング,熱 気球乗 りな どが あ
げ られてい る。9)
　 次に,全 米 の各州 において これ まで レク リェー シ ョ
ン使用 免責 に関 して裁判所 の下 した判例の 中,そ の主
要 なもの を幾つ かみてみ よ う。
III　 レクリェーション使用免責に関する主要判例の検討
【肯 定 され たケース】5)6)9)10)
　(1)バーバ ー事件(1980年)〈Barbre　v.　Indianapolis
　　Water　Company>
　 17歳のバ ーバー少 年が 貯水池 に飛 び込 んだ ところ,
水底 に頭 を打 ちつ け,半 身不随 となって しまった。そ
こで少 年は,水 泳 禁止等 の標識等 がないの は被告 の責
任 で ある としたが,第1審 及 び第2審 とも,被 告 には
故 意や重 過失が な く,従 って インデ ィアナ 州の公用地
法 によ り,責 任 な しとす る判断 を下 した。
　(2)ペイジ事件(1986年)<Page　v.　City　of　Louisville>
　 ルイ ス ビルの都市公 園 ・レク リェー シ ョン委員会 に
よって施設 運営が な されてい るIroquois公立 園利用
者 の原 告 は,公 園の 穴 に足 を と られて 受傷 した ため,
訴訟を起 こしたが,裁 判所は 「ケンタッキー州 レク リェー
シ ョン使用 法」 によ り,公 園使用 料金 は徴 収 され てお
らず,か つ 故意や重 過失は認 め られな いため,従 って
免 責規定 が適用 され,ル イス ビル市 には過 失責任 な し
とした。
　 (3)シラー事件(1986年)〈Schiller　v.Muskegon
　 　State　Park>
　 ミシガン州の ムスカ ゴン州立公 園 内で,ボ ー トを艇
庫か ら出そ うした原告 は ドックで足 を滑 らせ,傷 害 を
負 って しまったた め,被 告 は ドックを検査 し,も し危
険が あれ ば警告 な どをすべ きであ るのに,そ れ を怠 っ
た責任 があ るとし,ま た入 園料 も支払 ってい るので レ
ク リェーシ ョン使用 法は適用 されない,と して訴 えを
起 こ した。 これ に対 して ミシガ ン州の裁判 所(Court
of　Appeals)は,車やオー トバイ,自 転車 お よび歩 行
者の公園への入園料は,州 の付加的な許可料(additional
permit　fees)として当然徴収権があ るので考慮する こ
とは ない と却下 した。
(4)ビュー事件(1987年)〈Hogue　v.　Stone　Mountain
　 Memorial　Association>
　 原告 とその家族 は,ジ ョー ジア州 のス トー ンマ ウン
テ ン公 園にキ ャンプに行 き,入 園 に際 して,4ド ル の
車の入 園料 やキ ャンフ.代金及 び公 園借地代,公 園内通
行代等 を支払 った。 その夜 レーザー ライ トシ ョウを楽
しんで道 を家族 と一緒 に歩い てい るとき岩 だな を踏 み
外 し,足 首を骨折 して しま った。そ こで原 告は,訴 え
を起 こ したが,ジ ョー ジア州 の裁 判所 は,駐 車料金 は
車の入 園料 金で あって,レ ク リェー シ ョン使用料 とい
うこ とではない し,水 泳や観 光活動 も無料 で行われ て
お り,他 の代金 も レク リェーシ ョン使用料 とはい えな
い として原 告の訴 えを斥 けた。
　(5)リクスム事件(1987年)<Riksem　v.　City　of　Seattle>
　 シア トル市の管理 する道(trail)をサ イク リング し
ていた原告 は,ジ ヨッガー と衝 突 して負傷 して しまっ
た。そ こで原告 は,道 の管理や適 切な警告標 示や交通
規 制 を行 うべ きで あるの に,そ れ を怠 った として シア
トル市 を訴 えた。 これ に対 して ワシン トン州の裁判所
(Court　of　Appeals　of　Washington)は,被告シア
トル市 は,レ ク リェー シ ョン使用者 に対 して道 の使用
料 も取 らず,故 意 もな い ことか ら,ワ シン トン州 レク
リェー シ ョン使用 制定法 に よ り,免 責 され る との判断
を下 した。
　(6)エドモ ン ドソン事件(1992年)〈Edmondson　v.
　　Brooks　County　Bd.of　Education>
　学校 の運動場 に設置 され てい る床 張 りの ない メ リー
ゴー ラン ドで少 女が傷害 を負 ったのは,ジ ョージァ州
ブル ックス郡教 育委員会 が適切 な修理 もせず放 置 して
い たか らで ある と同教育委 員会 に対 して少女 の父親が
損害賠 償の訴 えを起 こ した。第1審(trial　court)で
は,使 用 料 も取 らない公有 財産 の レク リェーシ ョン目
的 の使 用 に関 して は、 レク リェー シ ョン公 有 財産 法
(Recreational　Property　Act)により保護 され るとい
う判 断 を下 した。 これ に対 して原告 の父親 は上級 裁判
所 に控 訴 した と ころ,第2審(Court　 of　Appeals
of　Georgia)では,原 告 の少女の行為 は放課 後の こ と
で あ り,さ らに被告 ブル ックス郡教 育委員会 には何 ら
の悪 意 もなか った として,第1審 の判決 を支持 した。
【否定 され たケース】5)6)9)10)
　(1)ジョン ソン事件(1994年)〈Johnson　v.　Rapid
　　 City　Softball　Association>
　 ソフ トボール チー ムのマネ ージ ャーで もあるD.J.
ジ ョンソンは,ソ フ トボール の試合 での怪我 の責任 は,
ラ ピッ ドシテ ィ市 と同市 のサ ウスダ コソフ トボール協
会 にあ りと訴 えた。第1審(trial　court)では,レ ク
リェー シ ョン使用 免責 を適用 し,原 告の主張 を斥 けた
が,第2審(supreme　court)では,野 外の レク リェー
シ ョンには,ソ フ トボール は含 まれ ない として,「レク
リェーシ ョン使用法」 は適用 され ない とした。 さらに,
原告の支払った運動料金(player　fee)15ドルは,使 用
料金 であ り,従 って地主 に対す る免 責は認 め られない
との結 論 を下 した。
　 (2>プリンス事 件(1996年)〈Prince　v.　City　of
　　 Apache　Junction>
　 ア リゾナ州 のソフ トボール リーグに所属 する原告 は,
試合 中 に傷害 を負 った ためアパ ッチジ ャンクシ ョン市
を訴 えた。裁判所 は被告 は,チ ーム参加料 として250ド
ル を徴 収 しているので,レ ク リェーシ ョン使用免 責 は
適用 されな い とい う判断 を下 した。
総 括
　 以上,体 育 ・ス ポー ツ ・レク リェー シ ョン関係 の文
献お よび関係判例 を検 討 して きたが以下 に これ まで検
討 した結果,気 がつ いた こ とや 今後の 問題 ない し課題
等 につ いて述べてみ よ う。
　 まず,第1に,レ ク リェーシ ョン使用免 責は,ほ ぼ
全米 において採用 されてお り,そ の評価 ない し位置づ
け につ いて は,レ ク リェーシ ョン使用 立法 は,元 来,
私 人で ある地主 に対 す る責任 を限定 し,保 護 として適
用 され るものであるが,近 年では多 くの州の公用地(例
えば リコーズ事件;Licause　v.City　of　Canton,1989)
にも適用 される ようにな り,上 記 「肯定 され たケース」
の(2)「ペ イ ジ事 件 」 で は政 府 免 責(Governmental
Immunity)と共 に,い わ ゆる代替可能 な二者択一手段
(alternatives)とな ってきている。 さ らにオ レゴン州
のケー スでは連邦 の土 地 にも適用 されて い るので,か
くして公共機 関 は,こ の レク リェー シ ョン使 用免責 と
政府免責 とい う 「両刃の剣」(double-edged　sword)
を行使 し得 る よ うになって いる。5)
　 第2に,こ の レク リェー シ ョン使用免責 は,未 開発
の 自然 の豊 かな 田舎 の土地 での レク リェーシ ョンに適
用 され,例 外は ある ものの都市 での レク リェー シ ョン
には適用 されず,そ れ も水泳や狩猟、 船遊 びお よびハ
イキ ングの よ うな野外活動 を対象 としてい る。例 えば,
ペ ンシル バニア州 において女子 生徒が ラク ロス競技場
で穴 に足 を とられ て ケガ を したケ ース(Seiferth　v.
Downington　Area　School　Dist.,1992)では,学 校は
未開発 の土地で はない とい うことで,ま た郊 外 のバ ス
ケ ッ トボール の コー トで受 傷 したケー ス(Walsh　v.
City　of　Philadelphia,1990)でも,や は り未開発の土
地で はない とい うことで,レ ク リェー シ ョン使用免 責
は適用 されなか った よ うに,レ ク リェーシ ョン使用 の
定義が いまひ とつ 明確 化 され ていない。
　 第3に,「 レク リェーシ ョン使用法」 は,主 として所
有地 の料 金を徴収 してい るか否か によ り,も し地主 が
料金 を徴収 してい なけれ ば,過 失か ら生ず る傷害責任
はない。逆 に地主 が料 金 を とってい る場合,そ の土地
を維持 し,何 らか の欠陥が あれ ばそれ を補修 し,危 険
な状態 に対 して警告 をす る義務 があ り,ま た地主 の故
意や重過失 については,「 レク リェーシ ョン使用 法」の
適用 による免責 はない,と され てい る。確 か に後者 の
地主 の故意 や重 過失 につ いて は,免 責 はな い ものの,
使用料 については,「否定 され たケース」にみ られる よ
うに一概には言えず,「肯定されたケース」もみられる
ので,ケ ースバイケースとい うことができよう。
　最後に,日本 と米国は、両国にとってお互いに異文
化社会であり,その両国が交流し,相 互の理解を深め
るためには,何 が同質的であり何が異質的であるか,
何が類似し何が相異 しているのかなどについて把握し,
検討を加える必要があろう。スポーツ法の分野 におい
ても同様に考えられる。スポーツ大国アメリカは,訴
訟社会アメリカでもあ り,近年 「訴訟爆発」(litigation
explosion)という現象に見舞われており、それはスポー
ツにおいても例外ではなく,スポーツもまた 「訴訟爆
発」による大きな影響を受けている。スポーツ関係訴
訟はすべて事故 によるものではないにしても,ス ポー
ツ事故 による訴訟は相当な部分を占めていると思われ
る。いずれにしてもアメリカはスポーツ法研究では,
豊富な研究成果があ り,スポーツ研究のいわば先進国
たる地位を有 している。 日本のスポーツ法研究 も近年
盛んになされるようになってきているが,こ れからの
スポーツ法の発展 を考えるとき,ア メ リカにおけるス
ポーツ法研究の蓄積や成果を多いに参考にし,吸収す
べきところは積極的に吸収すべきであろ う。
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